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データビジネス推進部

情報信託機能・データ利活用ビジネスに向けた取組
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ご説明の内容

・総務省より受託した「IoTおもてなし環境の社会実装に向けた情報仲介機能の在り方に係る調査
研究」を通じて確認した情報信託機能に求められる機能・要件

・「情報信託機能普及協議会」への参加

１．情報信託機能に求められるもの

２．情報信託機能の普及に向けた取組み

・「J.Score」の取組み
―日本初のスコアレンディングサービス「AIスコア・レンディング」から、
スコアに基づく提携企業のリワード提供サービス「AIスコア・リワード」へ

・データ利活用を展望したキャッシュレス決済手段の取組み

・データ流通ビジネスを取り巻く外部環境
・担い手としての銀行の強み

３．データ利活用ビジネスの事例紹介

４．銀行グループが取り組む意義
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既存サービス等を通じて蓄積されたデータ（以降、既存データ）を利活用する
際に問題となる情報提供者をはじめとした関係者の同意取得、第三者提供時の
ルールのあり方等について、調査・実証を行う

既存データ活用時のルールに関する調査・実証及び社会実装等に向けての調査・検討

１ 実証で用いる規約等の準備

アンケート・ヒアリング調査

包括的な各種調査・検討

２

３

出典：総務省「IoTおもてなし環境の社会実装に向けた情報仲介機能の在り方に係る調査研究」報告書参照／抜粋

平成28年度に実施した「IoTおもてなし環境」における7つのユースケース(*)の実証を踏まえ、社会実装に向けた情報仲介機能の在り方
について、平成29年度にデータ活用時のルール検証等を受託（みずほ情報総研）。
＊在日外国人や一般旅行者等約1,700名がモニターとして参画。個人情報の提供と引き換えにICカード等を用いたおもてなしサービスを提供。

１．情報信託機能に求められるもの

「IoTおもてなし環境の社会実装に向けた情報仲介機能の在り方に係る調査研究」（概要）
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【モニターアンケート結果】

【実証参加企業ヒアリング】（抜粋）
 詳しい属性情報が含まれていることで、オファーマーケティ

ングのターゲティングのし易さ、マーケティング効果の高さ
から、情報仲介により詳細な属性情報付きのデータが得られ
ることは有益。なお、個人単位の情報だけでなく、コミュニ
ティ単位の情報も価値がある。

 提供を受けるデータに支払う価格については、データの精度
や利活用する際にコストに応じた料金設定になる。

 情報仲介機能に求めるサービス
 情報仲介機能は、セキュリティ環境を提供したり、
企業に変わってマーケティングを代行したり、
調査結果を提供するといった付加価値の提供。

 情報のスクリーニングやデータセット作成支援、真
偽の確認等のチェックを行う機能。

【社会実装上のポイント】
 情報提供者に対する理解形成や普及促進に必要な取組
 政府や第三者機関による仕組みの周知と認定・監督
 情報提供者に対するアカウンタビリティとコントローラビリティの確保
 セキュアかつ効率的なデータ受け渡し環境の確保

 情報仲介機能のビジネスモデルの在り方
 情報提供者に対するインセンティブの提供と情報の真実性の確保
 情報利活用事業者に対する利便性向上
 利用目的や取り扱い情報による情報仲介機能の多様化

 情報仲介機能の社会実装への課題
 情報提供者の「漠然とした不安」の解消
 情報漏洩時のリカバリー策と補償体制の確立
 各種の標準化やガイドラインの策定

出典：総務省「IoTおもてなし環境の社会実装に向けた情報仲介機能の在り方に係る調査研究」報告書参照／抜粋

１．情報信託機能に求められるもの

「IoTおもてなし環境の社会実装に向けた情報仲介機能の在り方に係る調査研究」（結果）
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【主な組織】
・理事会
・情報信託機能ＷＧ
・普及促進ＷＧ

【参加会員】
大日本印刷株式会社
株式会社みずほ銀行

他５社

「情報信託機能普及協議会」への参加
２．情報信託機能の普及に向けた取組み

② 日本IT団体連盟による「情報銀行推進委員会」等の設置、
情報銀行認定事業の開始及び説明会開催のプレスリリース

http://itfpc.jp/

日本IT団体連盟に加入
（2018年9月12日）

https://itrenmei.jp/registration/

①「情報信託機能の認定
に係る指ver1.0(案)」
に照らした、情報信託
機能の社会実装促進に
係る活動

② 事業者の参入を促す広
報・普及促進 活動

③ 情報信託機能の社会的
認知を形成するための
啓蒙活動

④ 認定指針ならびに関連
制度の運用に照らした
諸課題・論点の抽出

⑤ 上記に係る、関係省庁
機関との緊密な連携に
よる協議

活動内容

情報信託機能普及協議会

①協議会設立（2018年8月6日）
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J.Score 概要
３．データ利活用ビジネスの事例紹介
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AIスコア・レンディング（2017年9月25日サービス開始）
３．データ利活用ビジネスの事例紹介
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公式アプリ（2018年7月リリース）

３．データ利活用ビジネスの事例紹介
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AIスコア・リワード（2018年10月中旬サービス開始予定）

３．データ利活用ビジネスの事例紹介
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「AIスコア・リワード」 スコアランク

３．データ利活用ビジネスの事例紹介



Copyright (c) Mizuho Bank, Ltd. All Rights Reserved. 11

データ利活用を展望したキャッシュレス決済手段の取組み

３．データ利活用ビジネスの事例紹介

決済

P2P
送金

他電子
マネー
との連携

支払手段を
選択して決済

送金相手を
SNS等から
選択し送金

電子マネー等を
選択して
チャージ

銀行Pay

銀行口座残高 252,324円
コイン残高 4,524円

銀行Pay

銀行口座残高 252,324円
コイン残高 4,524円

銀行Pay

銀行口座残高 252,324円
コイン残高 4,524円

QRコードを
かざして下さい

お店がQRコードをスキャン
すると、あなたからお店への
お支払が完了します。

お支払 お金を送る チャージ

ポイント クーポン家計簿

銀行 Pay

コイン残高 4,524円

銀行Pay

コイン残高 4,524円

銀行Pay

銀行口座残高 252,324円
コイン残高 4,524円

本日のイチオシ

お支払方法選択
ご希望のお支払方法を
以下より選択下さい

銀行口座から支払う

コインで支払う

戻る

送り先選択

チャージ先選択

金額を入力

送る

戻る

チャージを希望する
電子マネーをお選び下さい

銀行Pay

コイン残高 4,524円

金額を入力

チャージ

デジタルコインの
サービスイメージ（例）

蓄積した決済データを
他のパーソナルデータ
とも掛け合わせて
高付加価値化し、
新たなサービス提供に
繋げることを展望

あらかじめ
銀行口座から
デジタルコインに
チャージ

△△△△

○○○○

交通系
○マネー

交通系
△マネー

流通系
×マネー

流通系
□マネー

交通系
○マネー
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データ流通ビジネスを取り巻く外部環境 と 担い手としての銀行の強み

担い手としての
銀行の強み

経済・社会の発展に向け、
銀行グループは情報信託機能・データ利活用ビジネスの主要プレーヤーに

・顧客保護のための安全性の高い情報管理・システム運用能力や
それに裏打ちされた信頼など、銀行の本業は、
本来的に情報信託機能・データ利活用に求められる機能との親和性が高い

４．銀行グループが取り組む意義

・情報の取扱いに関するノウハウ
・個人からの認知・信用
・広範・多数の事業者の参加

情報信託機能に求められる機能
・安全性の高い情報管理・システム運用
・長年の経験・歴史で培った信頼
・厚い顧客基盤と蓄積した決済データ

銀行の強み

データ流通
ビジネスを
取り巻く
外部環境

・金融は官民データ活用推進基本計画で指定された重点８分野の１つ
⇒ 経済活性化・利便性能向上等に向け、積極的なデータ流通ビジネスの推進が必要
・GDPR制定など、パーソナルデータに関する個人の権利の明確化と、厳格な管理・
運営が必要とされる潮流
⇒ より厳格な個人情報取扱いのルール遵守体制を含めたビジネスモデルの構築・
推進が求められる環境


